
４．復旧・復興事業費

主な財源

本市における令和６年度までの復旧・復興事業費は、国・県が施工する事業を含めると、1兆円を
超えています。

○災害復旧事業

○東日本大震災復興交付金（根拠法：東日本大震災復興特別区域法）

○その他

東日本大震災により、相当数の住宅、公共施設その他の施設の滅失又は損壊等の著しい被害を受けた地
域において、災害復旧だけでは対応が困難な「失われた市街地の再生」「生業の再建」等のほか、市町村の
多様な復興ニーズに復興交付金により対応。（復興庁：東日本大震災復興交付金制度概要より引用）

病院、診療所については、宮城県が策定した地域医療復興計画により、復興事業を進めていきます。

地域医療復興計画事業費 約205億円

異常な自然災害によって被害を受けた施設を原形に復旧する事業。

現地での原形復旧がきわめて困難な場合等においては、当該施設の従前機能を復旧するための代替施
設の建設も対象事業となります。

事業実施状況（事業費ベース） 約3,625億円
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事業計画提出状況 計27回提出（復興庁への実施事業の概算事業費、事業概要等の提出）

配分 約4,759億円（事業費総額は5,911億円）

実績額 約4,673億円

国から県に震災復興特別交付税として交付され、震災復興基金交付金として市に交付された震災復興基
金については、被災者の生活支援や地域産業の支援、防災対策など、主にソフト事業に活用しています。

震災復興基金活用状況 約406.4億円

※令和７年３月末日現在



公共土木施設

2,670億円

災害公営住宅

1,504億円

被災者再建支援

1,308億円

防災集団移転

956億円

産業

871億円

土地区画整理

355億円

健康・医療・福祉

194億円

教育・文化

120億円
その他

247億円

公共土木施設 災害公営住宅 被災者再建支援

防災集団移転 産業 土地区画整理

健康・医療・福祉 教育・文化 その他

復旧・復興にかかる事業費

復旧・復興にかかる主な事業費の総額は約1兆2,321億円となります。
震災前（平成23年度）の石巻市の一般会計歳出予算は617.5億円であり、市の一般会計予算の
およそ20年分に相当します。
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総額 約1兆2,321億円

○復興事業費 約8,225億円○復旧事業費 約3,625億円

※事業費は、復旧・復興事業費調査(令和７年５月実施)に基づくもの

復旧事業
3,625億円

復興事業
8,225億円

その他
471億円

※令和７年３月末日現在

災害廃棄物処理

1,887億円
産業

734億円

公共土木施設

565億円

教育・文化

323億円
その他116億円

災害廃棄物処理 産業 公共土木施設 教育・文化 その他
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参考資料：主な復旧・復興のための財源と活用事例

＜復興交付金事例＞ ＜災害復旧事業事例＞

災害危険区域に居住していた被災者の移転先用地と
して、市が新たな宅地を造成します。

＜震災復興基金事例＞

震災復興基金を活用した事業は、被災者の生活支援や地
域産業の支援、防災対策など、主にソフト事業の財源となり
ます。

○主な事業
・地域コミュニティの支援
町内会等の住民主催の
交流事業への助成

・自主防災組織の支援
食糧備蓄や防災倉庫
設置への助成

被災した小中学校の復旧(P72-73)防災集団移転（P33－37）

復興公営住宅整備事業（P40）

震災により住居を失った被災者に対し、復興公営住宅
を供給します。

自主防災組織が整備した防災備蓄倉庫

災害用備蓄配備事業（P27)

現地での復旧にあたって
は、防災備蓄倉庫や非常
階段の設置など、災害時に
児童・生徒や地域住民の安
全を確保するための工夫
が施されています。

湊小学校（平成26年4月再開)

鮫浦地区 造成工事状況

平成28年度宅地供給開始

平成27年4月から入居開始吉野町一丁目地区 工事状況


